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I　序
　今日まで，経済活動における技術革新はめざ
ましく，企業経営のなかでも急速に展開して，
それが企業成長の原動力となってきた。オート
メーションの進行により，生産工場で働く労働
者に物造りの喜びが感じられなくなってきてい
ることはみのがせない。理想的には，ものづく
りの生産現場で工場は労働者に働きの喜びを感
じさせられるものでなければならない。工場は
単なる生産の場所にすぎないということで良い
はずがない。企業理念が標樗され，当該理念が
労働者の生産意欲によって燃えあがる必要があ
る。企業内にあっては研究開発部門，営業部門，
財務部門，労務部門，その他関連部門が相互に
情報交換を密にしていき，企業の外にあっては
消費者をはじめ，利害関係者から情報を収集し，
企業が市場二一ズを反映するために，企業は研
究開発が欠かせない。
　経営方針は企業の衰退過程との戦いに向けら
れなければならない。さもなければ売上は漸次，
減少を余儀なくされる。「企業の研究開発は長
期的な判断に基づいて支出される」’〕ことに
よってこそ効果的で成果をあげうる。
　企業の戦略計画の対象項目には企業の経営方
針，計数的諸目標の設定，主要設備，関連事業
への投資・参入，現在事業からの撤退，販売市
場や販売ルート，さらに組織形態，新製品の研
究開発，諸目的遂行の資金調達問題，配当政策
等を挙げうる。なかでも研究開発活動は企業の
命運を分ける。
　企業に長期的な競争優位をもたらすのは技術
と労働者教育としかないのである。コストの面
から「ブルーカラーの賃金は競争上，重要性を
失いつつある」呈］といえる。経済的成功は頭脳
を結集する力にかかっているといえる。「教育
の普及は発展途上の国でみられる最も大きな
“マネジメント”に対する挑戦である」ヨ〕と考
えられる。企業の研究開発活動の効率的遂行が
叫ばれるなかでその対応を会計の側面から考察
する。
皿　研究開発管理の必要性
　企業の成功要因は非財務的要因によるところ
が大きい。部門管理者を評価するのに，これま
では単に期間利益のみを業績評価の尺度として
きたことは適切であっただろうか。期問利益の
みに固執すれば「期間利益にのみ関心を寄せる
管理者は長期的な企業の利潤獲得を犠牲にす
る」り結果になる。短期的な期問利益のみを重
視する結果は「短期的観点が生産活動のアウト
プットの品質の低下，生産管理の不適切，研究
開発（R＆D）投資の低下，従業員のモラール
や訓練の欠如といった現象をもたらす」5コこと
になる。今日まで，研究開発に対する企業支出
は漸次増大してきたが，それから得られる成果
は益々少な＜なってきている。
　もし現在，「マネジャーが将来のために現在
の費用となる犠牲を払わないならば，彼らは企
業を長期・継続的に維持する経営者（builder）
ではなく，単なるその場しのぎの収穫者
（harvester）にすぎない」引といえる。研究開
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発（R＆D）管理者は短期的，及び長期的目標
の均衡のとれたプログラムを実施することを熟
慮しなければならない。
　研究開発活動が組織の片隅で孤立して行われ
る時代は過ぎ，企業の主要な機能部門の管理と
同等の地位を求められる時期がきていることは
すでに明らかになっている。研究開発活動をよ
り能率的に管理し，それと企業戦略との統合を
はかり，企業目的を達成していくなかで，研究
目標をより効率的に達成すべきことが認識され
なければならなくなった。「近年，研究開発目
標が企業目標に統合され，かつての研究開発活
動の環境とは相違がでてきた」7〕ということは
厳に認識されなければならないのである。
　企業の戦略的計画はトップマネジメントとス
タッフが関与するもので，知的活動の面から創
造的，分析的な性質を伴うものである。
　研究開発の結果，達成された技術の優位は，
製品のリーダーシップを追究する戦略として重
要である。研究開発投資は発生時に費用として
計上されるが，当該投資の範囲は基礎研究から
応用，開発研究に至るまで広範な領域に及ぶ。
国際的競争激化の進む中で，とにかく「研究開
発投資が今後の企業成長の基礎になる」畠〕こと
はまちがいない。
　1　非財務的情報の重要性
　高度情報化時代には見えざる資産の蓄積が企
業の経営力を高める。巨額の研究開発費を投資
する現代，会計上，費用処理を保守的に行うか，
積極的に資産計上を行い，企業を適正評価すべ
きかという問題が提起される。研究開発力や技
術力を正確に伝達できるバランスシートが企業
の将来性，長期的な収益力を情報伝達するとい
える。研究体制に情報のようなソフト技術が占
めるウエイトが高くなるにつれて，システムエ
学的研究管理は益々強く求められてくる。市場
関係では市場占有率およびその趨勢変化，製品
品質と価格の関係，研究開発（R＆D）関係で
は製品革新率，工業所有権の取得状況，基礎，
応用，開発にわたる研究開発費の支出状況，研
究開発の受注件数，研究開発投資の収益率，研
究開発費の対売上高比率，生産関係では生産高，
在庫回転率，原価要素別生産性等を組み入れて
いけば，「単に期間利益のみを業績評価基準と
するよりも，より改善された業績評価システム
ができるゴ』と考えられ，企業の長期指標とし
てより一層，有益性を増す。
　人的資源関係では研究者，技術者の研究開発
力（キャリア，熟練度），能力開発，教育訓練，
従業員の疋着率等の評価を取り入れるなと，見
えない資産を如何に貸借対照表に組み入れて経
営力を表示するかが差し迫った財務報告上の課
題である。
　2　研究管理者の役割
　研究管理者は企業の継続性の維持推進機能を
果たし，長期利潤獲得のチャンピオンとしての
責任を負い，各研究要員の士気高揚に務める責
任を課されている。「アメリカでは企業が短期
主義に流れて行く傾向がみられる」mjといわれ
るが，このような企業の短期主義へ傾流すると
いった荒廃に対して研究マネジャは挑戦して行
く必要が叫ばれている。研究開発（R＆D）マ
ネジャが変化の挑戦者でなければならない。
「資源を効率的に投入して結果的に将来に到来
する発見と，要員を高度に教育訓練し，競争上
の優位を確保しようとして遂行されていく賢明
で，合理的な経営活動が長期的，継続利潤をも
たらす」川のであり，そ；に新しい企業理念を
具現化する生産が可能となるであろう。
　企業の急成長の時期は，真の実力が発揮され
ているとはいえない場合がある。今迄，研究開
発に多額の投資が行われてきた。急成長期に営
業力を強化し，研究開発体制を整備し，如何な
る研究開発プロジェクトにも耐えうる研究開発
能力を備えたいのが経営者のあるべき姿であろ
う。研究開発・技術は，製品のリーダーシップ
を追究する戦略として重要であるが，長期ビ
ジョンを具体化する企業の基本戦略はマーケ
ティング的発想を重視した研究・営業の強化で
ある。管理者は競争企業との技術格差，海外企
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業との技術格差が縮小し，国際的にも企業競争
力が技術を基盤として強化される必要に迫られ
ている。なかでも，新製品の開発によって企業
の発展を実現するウエイトが高まっている。そ
のような状況のなかで，研究開発は拡大し，研
究費の面でも，研究規模の面でもその効率的遂
行が認識されはじめ，研究開発活動の管理が研
究成果に大きく影響することに気づかれはじめ
てきたのである。
　如上のような背景が研究原価計算を近年，重
要視せしめるに至った。原価計算の目的は給付
の真実の原価を示すことであるから，企業を取
り巻く環境によって研究プロジェクトの原価，
および当該研究開発を行う期間損益が恋意的に
操作・歪曲されてはならない。会計学上の“一
貫性”という金言は会計専門家の問で強調され
ている合言葉であるが，特定期間の利益操作に
つながる費用，原価の窓意的操作が行われては
ならないということである。
　3　研究開発臼の期間賞用処理
　研究開発投資は実施時に費用として計上さ
れ，投資の範囲は基礎研究から応用・開発研究
に至るまで広範李領域に及ぶことはさきに指摘
した。その計算処理は，発生した期間の費用処
理から減価償却計算，研究開発費の繰延べ処理
に至るまで種々存在する。現実に発生する研究
開発費のいずれが，どの程度，当期に費用化さ
れるべきか，あるいは次期に繰り延べられるべ
きかといった意思決定がマネジャによって下さ
れなければならない。ところが，この問題は利
益操作に利用されかねないから留意されなけれ
ばならない点である。研究開発費は期間費用処
理が最も流行している。それは「企業の将来利
益に対する獲得可能性に不確実性が存在す
る」蜆〕からである。
　研究開発費は損益計算書の製品原価，販売
費・一般管理費のなかで処理するか，あるいは
研究開発費として独立表示するか，いずれに掲
記するかはマネジャが研究開発費を如何なる機
能として捉えるのか，その意思決定に依存しよ
う。時に「マネジメントは研究開発コストを全
て期聞費用である営業費として掲記することを
好む」’刮といわれる。通常の会計政策において
研究開発に関する費用・収益は減価償却費も含
めて，発生した期間の損益勘定ヘチャージすべ
きことを示唆している。新製品が応用研究から
生まれるとしても，当該新製品が商業的に成功
を納める時期と当該研究開発費用の発生時期と
は極端に隔たる故に，通常，当該費用を繰り延
べる正当な基準が設定できないと考えられる。
それ故，一般管理費として処理すべき研究開発
費のある部分を独立項目としての研究開発費へ
配分すれば，研究開発費を繰延べ経理するとき，
繰延べ研究開発費がそれだけ増加し，期問費用
が減ずることとなり，税務上，不利であっても，
受託研究費の算定上の資料として有益な情報と
なる。
　研究開発活動がゲーム状に展開されてきた故
に，競争優位の状況を確保するために研究開発
費が巨額となった。研究開発費が必然的に激増
したこと，および「研究開発活動が企業戦略の
一環として特徴を帯びてきたこと」川が，研究
開発費を独立表示することに一層の拍車を掛け
たのである。
　4　製造活聰と研究活聰の相違
　研究活動では既存の知識に創造的な頭脳労働
を加えて新知識を生み出す過程である。した
がって「研究活動ではアウトプットが新知識，
新原理といった定量的評価の困難な性格であ
る」’ヨ〕ため，一定期間のアウトプットの予定を
たて難い。製造活動のアウトプットの予定は設
定困難ではない。研究活動では実験，試作を欠
かすことはできないし，さらに投入材料は製造
活動に較べて副次的な投入要素である。
　研究開発費の原価計算は製造原価計算ほどコ
ントロール上，また管理諸方法上，有効性を発
揮しない。その理由は研究原価計算が研究活動
の量的測定の尺度となるとしても，能率測定の
尺度とはなりえないと言うことである。製造活
動では原材料が主たる投入要素の一つである。
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ところが研究費においては研究者，技術者，補
助要員の給与が大きな割合を占める。ある製造
業の材料費，労務費の占める割合は，およそ
70％，11．9％であり，研究開発費の中に占める
消耗資材，人件費の割合は21．7％，40．9％であ
るともいわれる。「米国では研究費の中に占め
る人件費の割合は65－85％を占める」’刷とさえ
いわれる。
　研究原価計算の部門別計算は製造原価計算に
おけるような意義を期待できない。標準・実際
原価の比較，あるいは予算・実際原価比較分析
による原価業績の測定が研究活動の性格から困
難であるからである。このことは製造予算と研
究予算の本質的相違となって現れてくる。
　研究開発原価と製造原価との原価構成の　第1図
異なる点は，研究開発費に於て人件費の構
成比率が大きいことは既述した。さらに研
究，開発費は基本的にキャパシティー・コ
ストおよびコミッテド・コストとしての性
格も顕著であることが注目される。
　製造予算と研究開発予算との相違は研究
開発活動の実施に伴い，研究遂行者の自由
裁量の余地を残すことが期待される点であ
る。研究開発費予算は製造，販売予算ほど
規範性をもち得ない。したがって，事後的
な活動に対する許容額の算定も困難であ
る。それ故に研究予算は統制の面にそれほ
ど期待できない。研究開発予算は計画設定
の用具ではあるが厳格な業務活動の統制の
行うことを意味するが，基礎研究はたいてい，
プロジェクトを組まない。担当者別，テーマ別
に行われる。応用・開発研究はプロジェクト別
に計算されることが望まれる。管理的見地から
研究活動を非プロジェクト研究とプロジェクト
研究に分類することも有意義であり，前者は研
究単位，あるいはテー一マ別に行われることにな
る。企業における研究活動を一般研究（general
research）とプロジェクト研究（project　resea－
rch）に分類する観点も注目される。研究開発
機能の成果が評価される必要性から，研究開発
（R＆D）原価計算の簡略化したフロー・
チャート1剖を示せば次の通りである。
R＆D　コスト・アカウント・フロー・チャート
第一活動　　　　　　　　　　第1’二活動
究眺
研究統制必　　　　　　　　　　B
A　　　　B
　　C瓦　 　五　　　　　　　　　心　　冗眺
コスト
賃金
材料
経費
叩　・挑
用具たり得ない。「研究開発予算が測定するの
は計画結果（plamedresult）ではなく，計画
努力（plamed　effort）である」’ηといえる。
皿　研究原価計算
開発統制脈　　　　　　　　　　Y
　1　研究原価計算の概略
　研究費の増大にともなって，研究効率の向上
が痛感されはじめ，管理効果を高めるためにも，
また研究投資に関わる資源利用の効率化を実現
するためにも研究原価計算の実施が求められて
きた。研究原価計算は通常，プロジェクト別に
Y　　　　Y
　　ZX　　　　X　　　　　　　　固疋j．眺
J．Batty．，＾cco阯〃’mgカrRω‘血m此o蜆d
D‘w’op閉‘刎．舵c〃．GowErPub　Com．1988．
P．175
損益勘定
財産勘定
　このフローチャートにおいて全ての費用は研
究統制勘定から基礎研究勘定，応用研究勘定へ
振り替えられ，開発コントロール勘定から固定
資産勘定，製品開発勘定へ振替えられる。次に，
これら四つの勘定は売上原価，または損益勘定
へ振替えられて締め切られる。また，貸借対照
表上に固定資産勘定としても振替え，締め切ら
れる。記録すべきコストは毎日発生するが，全
般的に発生する間接原価のようなコストは月次
計算で足りる。しかし，研究開発原価のコント
ロールが効果的に行われるために転記・振替は
できるだけ早く行われることが望ましい。その
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理由は原価のコントロール効果を果たすのは原
価が発生するときであるからである。
　ある特定の顧客の為に研究開発の実験が行わ
れたとすれば，そのために発生した原価は当該
応用実験勘定の貸方と顧客勘定の借方へ振替・
記入されることになる。研究開発原価はこのよ
うに振替により勘定から勘定へ移記されてい
く。通常，研究原価計算は，三つの段階に区分
できる。
第2図　材料費，人件費，経費の割合
30，30％
経費 材料費
23．66％
人件費
　2　形態別研究口の内容
　研究開発費に関する原価要素は第一に人件費
が最も多く占める。製造活動とは異なり知能労
働であるが故に，人件費を筆頭に掲げ，以下の
ような原価要素の諸分類が考えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　単位’百万円
　その第一は人件費，消耗資材費，
減価償却費，その他経費と分類する
観点である。
　その第二は人件費，直接経費・研
究資材費，問接経費。
　その第三は人件費，研究資材費，
設備費（保全費，保険料，固定資産
税），購入用役費，委託研究費，調
査費，その他経費である。この第三
の分類は，形態別分類に機能別分類
を加味している。いずれにせよ労働
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第3図　研究開発費
　　　　　　　　1533157117011島691554674η673709
46，04％
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用役費，物品の消費による費用，諸経費に分類
している。近年，情報化の進展にともなって基
本的には研究情報費，研究人件費，研究資材費，
研究用役費，減価償却費へと第一次形態別分類
を行う見解も無視できない。J．A．McFadden1則
は給料，賃金等の労務費，材料費，間接費と分
類している。人件費，資材費，諸経費の占める
割合，および形態別に占める割合は第2図，第
3図に示すとおりである。
　人件費については必要に応じて研究者，研究
補助者，技術者別に人件費を求め，研究活動時
問数を集計して人件費時間費率の計算をする。
人件費時間費率には人件費に付帯する福利厚生
費等も含めることが総合管理の点から望まし
い。
ll1轟誓1餐1義募11！
賛　　　　　金
　　　　　　　　研究費目
　　　　　1某企業S．61年度有価証券報告書より）
　原材料は出庫手順を確立しておくことが望ま
しい。研究開発部門が諸プロジェクトを抱えて
いるとき，プロジェクトの番号毎に材料費を合
計することを可能とすれば，それを各月末に転
記すればよい。材料倉出請求書から直接転記す
る必要性を排除し，原価計算表の作成に手数を
掛ける負担を減少させることになる。材料費総
額は元帳に転記できるし，また，種々の統制勘
定の整合性を促進するのに一層役立つ。コン
ピュータ・システムでもこのような手順・分類
は望ましく，プログラムに組み込み可能である。
　資材の調達・管理には次のような諸点に留意
することが望ましい。
1．倉庫係は適正在庫量を下回れば，材料購入
　請求書を発行する。
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2．諸プロジェクト問に材料が振り替えられれ
　ば，材料振替票を発行する。
3、材料が現場で不用になれば，材料返還票に
　よって材料の返還手続きを採る。
如上の管理システムは部門組織の，またセク
ションの責任を持つマネジャによって認可・
チェックが行われるべきである。材料の出庫・
返還に対しては正確な記録が欠かせない。コス
トが顧客の請負契約の許容価格を越えてはなら
ないとき，原材料の出庫の認可を行わないとい
うこともありうる。管理システムをより徹底さ
せるために，超過材料が必要なとき別色の超過
材料請求書が起票されて，予算を越えて材料が
超過利用されることがある。超過材料請求書の
発行は材料利用の追加請求に注意が向けられる
と言う長所がある。しかし，R＆D活動の性格
からこの方法は弾力的に運用される必要があ
る。
　3　研究口の機能（部門）別，プロジェクト
　　　別計算
　応用研究と開発研究についてはプロジェクト
別に研究活動を進めることになる。研究管理を
効果的に行うため，部門別，プロジェクト別計
算を行わなければならない。部門マネジャ，プ
ロジェクト・マネジャに対する管理可能費，管
理不能費を区分することは重要である。
　プロジェクトが提案され，是認されると，当
該指図書が発行され，そのジョブ・コスト・
シートが発行される。プロジェクトの進捗にし
たがって発生コストが所定の認可手順によって
当該プロジェクトヘ跡付けられていくことにな
る。プロジェクト別原価計算を実施するにあ
たって，研究プロジェクトヘ跡付け可能原価と
数プロジェクトに共通的に発生する原価の識別
が必要である。後者は適切な配賦基準により，
各研究プロジェクトヘ配賦せざるを得ない。プ
ロジェクト別原価を一層正確にするために，研
究資材費，外注費，設備費，図書費など，特定
のプロジェクトに固有な費用はプロジェクト別
に個別に集計し，人件費については必要に応じ
て研究者，研究補助者，技術者別に人件費時間
比率を求める。人件費に付帯する福利厚生費等
も含めることが総合管理の点から望ましいこと
はさきにふれた。研究者の中には当該プロジェ
クトにプロジェクト間接費を配賦することに反
対する意見が少なくない。「研究者が統制も，
責任も持てない費用を負担することは不合理で
ある」！北考えているからである。
　管理会計上研究プロジェクト別原価計算を行
う目的ヨ’』には次のようなものが挙げられる。
1
2
3
研究開発予算管理を遂行するため
受託研究の振替価格の設定の’ため
特許権の売買料金，ロイヤリティーの計算
　のため
共同研究を行う場合の分担費用の計算デー
　タの提供
技術導入か，自杜研究かの意思決定に関す
　る資料提供
さらに研究部門別原価計算よりもプロジェク
ト別原価計算から得られる情報の方が原価管理
に有効である。その理由は
1．進捗管理が可能となり，
2．原価責任が明確にできる
ということである。
　プロジェクト別原価計算を遂行するに当たっ
て，伝統的な原価を形態別に分類するとき，R
＆Dプロジェクト管理ができるように，コスト
が諸プロジェクトに跡付けうるように，たとえ
ば次掲第1表のようなコーディング・システ
ム！1〕を配慮しなければならない。通常，応用研
究，開発研究の諸プロジェクトに対して費やす
べき原価の認可システムが採られ，該当する勘
定に記録していく方法が採られなければならな
いが，プロジェクト・コスト・シートの金額合
計が諸勘定の金額合計と］致するよう整合性が
保たれなければならないことはいうまでもな
い。
　4　全部原価計算論と変動原価計算
研究者は自らが関わるプロジェクトに直接的
には発生しない間接費を当該プロジェクトに配
研究開発活動の会計的管理
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第1表A㏄ounti㎎CodeList
Research　and　Development
　General　Management
　Executivと
　Departmental　General　Expense
　Chemica1Research
　Organic　Research
　Chemica1Labo，atory
　Chemica1Engineering
　GeneraI　Expense
　Bilogical　Research
　Labo1atory　Research
　Herbicides　Research
　Fie1d　Research
　General　Expense
　Advisory　Office
　Ad平isory　section
　Extention　Section
　Genera1Expense
500－599
5ユO－529
　5ユ1
512
530－549
　531
　532
　533
　534
550－569
　551
　552
　553
　554
570－559
　571
　572
　573
賦しなければ彼らの活動に企業がどれだけ研究
開発費をかけているのか気づかないということ
がいえる。
　全原価要素，または補足的要素も直接的な
サrビス基準で割り当てることにすれば，プロ
ジェクト・リーダーは一層，原価意識を高め，
企業要請を満たすことになる。
．研究プロジェクトに対して変動原価計算の適
用は，前述したように人件費の割合が多くを占
め，人件費は固定的なコストであり，．したがっ
て全原価に対する変動費の割合が少ない故に，
換言すれば原材料費の割合が少ない故に，変動
原価計算を行うことは現実的でない。固定間接
費の比率増大にともない，「変動原価の固定費
に対する割合は三分の一程度である」酬と言わ
れている。
　如上の理由とは裏腹に部門間接費の計算遂行
にあたってプロジェクト間接費はそれほど重要
視すべきでないと考えられている。部門の間接
費のプロジェクトヘの配賦は何等意味を持たな
いというのである。さらに「聞接費を厳密に配
賦することは，それから得られる効果以上に手
数がかかり，研究能率の阻害の要因になる」別j
ことも考えられる。しかしコンピュータの利用
が一般化してきた今日，研究者，管理者の要求
にしたがい，全部原価情報と部分原価情報が適
宜提供できるような原価計算システムが整備さ
れることが望まれる。
v　効率的研究開発活動
　1　共同研究
　共同研究の進展する背景には，資源の効率利
用，研究開発に伴うリスクの軽減，研究活動の
進捗のスピード化等の要因が引金となってい
る。今日，学問は拡大・深化し，「化学者は化
学の分野の特定分野しか知ることができなく
なってきた」捌のである。資源の効率利用が叫
ばれる今日，新製品，新技術の発見は一人の天
才のみによって行われるのではない。月ロケッ
トのように多＜のスペシャリストが共同して計
画的に目標を達成することが必然となってい
る。多数の研究者が力を合わせることが求めら
れるようになっている。「企業での研究開発は
異なった分野にまたがる境界領域的な研究が増
加している」蝸コが，この様な場合，異なるサブ
システムとしての研究分野を最適統合するため
のシステムエ学的研究管理が要求される。
　企業の中には大学の医学部，病院等へ研究者
を短期留学させて，最新の治療技術を会得させ，
研究開発に生かそうとしている企業もある。こ
れら企業では上場の業界平均を10ポイント上回
る22．79％の売上経常利益率を示しているとい
われるが，その理由を「総合医薬品メーカーか
らの導入品に研究開発を加えているため，研究
開発費を抑えることができた」洲としている。
当該企業の研究開発売上高比率が7％程度であ
り，業界では通常は10％程度が普通といわれる
なかで，当該企業は低い。そして現在，米国や
国内の大学の研究室へも研究者を派遣して養成
に努めている。いわゆる共同研究により研究開
発投資の合理化を進めているのである。
　研究開発の遂行が求められている現今，限定
研究開発活動の会計的管理
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された領域の問題でさえ研究成果をあげるのに
十分な知識を備えていない場合がある故に，
チーム・ワークを利用し，研究効率をあげるこ
とが一層求められるようになった。チーム・
ワークによる研究活動は化学者のサラリーのみ
ならず，トータル・コストにおいてより資金需
要を高めるが，チーム・ワークによる研究活動
が最も効果的であるといわざるをえない。
　製造業は，「R＆Dに対してよりもより多く
の資本を新プラントや設備に投資している」1馴
といった現象はその背景を何に求めたら良いの
であろうか。その理由は「産業や大学を通じて
共同的に行われる世界的レベルの研究開発活動
の成果にあずかることができる」2畠jためである。
今やこれらの企業は「基礎研究開発を行うこと
によるリスク負担の程度ははるかに軽減されて
いる」珊〕といえる。
　2　予算管理による研究開発活聰
1）ポリシー・コストとしての研究開発費
　企業の無形の能力維持のために発生する原価
に研究開発費，広告費等が挙げられる。これら
はマネジャの自由裁量原価である。研究開発費
の発生は研究者の能力に依存する部分が大であ
る。
　研究開発費はポリシー・コスト（policy　cost）
として次のような特徴を有する。
　予算期間における研究開発費総額は長期研究
方針に基づく当該期間の総合的な研究プログラ
ムを基盤として予算編成しなければならない。
そうでなければ経営目標との有機的関連，経営
の他の分野との有機的関連，研究分野，研究プ
ロジェクト間の有機的関連が薄れることになる
から。
　policy　costは研究開発費が特定期間の製造原
価や一般管理費とされる場合でも実質的に経営
者の意思決定にもとづいた投資の性格をもつ。
将来利益に対する支出としての側面をもち，一
方，当該支出がどれほどの正確な利益をもたら
すか定かでない。現製品，製法の改善の研究費
は当面の利益に貢献し，その測定も可能であろ
うが，厳密にはその研究成果の現れる将来期間
に対応させるべき投資である。「研究開発費の
投資は当座の利益と長期的利益のいずれに力点
をおくのか経営者の意思決定に依存するという
意味でpolicycostであり」ヨ1〕且つまたdiscre－
ti㎝aryCOStである。
　研究開発費を独立表示することにより，「企
業のトップのポリシーを利害関係者に示す」ヨ2〕
ことができる。研究開発費は経営方針に依存し
て発生する度合の大きい原価であり，policy
costとしての表現は的を得ている。managed
cost，discretionarycost，Programmedcost等の
表現より適切であり，企業の存続，発展に欠く
ことができない。
　予算額の決定には経営方針に基づく経営者の
意向，判断に依存する程度が大きいのである。
売上高の短期的変動に原価がどう対応している
かを考察するなかでpolicy　costの認識があっ
た。短期的な売上に直接に関連しない，広い範
囲で変動が可能な広告費も新製品の研究費に類
似している。
　コミッテド・コスト（committedcost）とし
ての研究開発費は既決原価，長期原価（1㎝gmn
COSt）の意味に用いられるが，研究開発費は特
に後者に該当する。
2 研究開発費の許容額
　研究開発資金はおよそ三つに分類される。第
一は企業自身の内部留保資金による調達，第二
は研究開発を行った結果である特許権を外部に
販売することにより得られる調達資金。第三は
契約によって研究開発を進める資金調達であ
る。この第三の方法による研究開発の遂行は，
近時，多くの企業で行われつつある。政府との
契約により研究開発を進める企業，政府が一国
の国内技術革新のために特別交付金を提供する
もの，租税特別措置法を設け，優遇措置をとる
場合などがある。
　企業が三つの研究開発資金のいずれによる
か，どの程度依存するかは実際，企業自身の政
策決定に依存することになる。現実には第一の
企業の内部資金によるところが圧倒的である。
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　マネジメント機能を発揮する，より有益な研
究開発費の投資測定の方法は，キャッシュ・フ
ローと関係づけて投資額をキャッシュフローの
何％にするのか測定することがより有益とも考
えられる。
　研究開発予算額は企業の技術戦略及び企業目
標と深い関わりを持ち，その裏付けをなすもの
である。「研究開発活動の許容額は第一に企業
経営を最適水準に維持するために必要な研究開
発活動レベルによって，第二には当該期間の供
給可能資金量によって限定されること」盟〕にな
る。研究開発活動は当該予算によって拘束され
る。しかし，次のような高度に他の要因とも考
えられがちな企業の成長率，期間利益，市場シェ
ァといったようなものも研究開発活動の年次予
算の決定に重大な影響要因を与える。一般に基
礎研究では応用研究や開発研究よりも大きい許
容限度が与えられ，開発プロジェクトでは一層，
厳密に，詳細に予算編成され，その結果に一層
厳密に研究開発活動が遂行されることになろ
う。研究費予算は（部門別）プロジェクト別，
および（部門別）費目別（人件費，資材費，減
価償却費等の別）に編成されることになる。研
究直接費と研究問接費（研究プロジェクトに対
する共通費）が示され，各々が研究全体，ない
し，特定研究部門についての期問予算の形式に
纏められるとすれば，この総額は費目別期間予
算の総額と一致する。予算編成の際の費用許容
額はこの両面から検討を加えられなければなら
ない。企業の研究開発プログラムは，その裏付
けとなる研究開発予算の編成が前提となってい
ることは言うまでもない。当該予算によって研
究開発プロジェクトの進捗管理が可能となり，
個々のプロジェクトの月次の予算実績評価が行
えるようになる。
　進度報告は実用化研究など，それに近い性格
の研究ほど重要である。基礎研究及びこれに近
い研究は進度報告の頻度も小さい。
3）売上高研究開発費率
　研究開発費が売上高に対して何％を基準とす
るかといった尺度が共通的な尺度として利用さ
れているが，これには二つの欠点が存在してい
る。
　その第一点は，「経済が不況期にないにもか
かわらず，販売高が衰退するのは，当該製品の
ライフサイクルが衰微期にあることを物語って
いる」制〕のであるが，そのような状況では衰退
製品による販売回復を狙って研究開発は少ない
よりも，むしろ多い研究開発資金を投入するこ
とが適切である。研究開発に関する費用を増大
すれば，それと結果としての売上との間のリー
ド・タイムが短ければ，重大なインパクトを持
つことになろう。しかし，「イノベーション・
プロセスのタイム・スケールは革新的イノベー
ションに対して10年の長さを経験している」捌
ところであ乱研究開発の資金投入は短期的に
は売上増大につながらないこと，タイム・ス
ケールが1，2年といった短期の場合にのみ研
究費の増大が売上増大に導くに過ぎないことを
認識すべきである。
　第二の欠点は，販売が増大したからといって
販売に相応する研究開発投資が継続可能かどう
かである。売上高の漸増につれて研究開発投資
が増大するが，「売上高基準による投資は長期
的に研究開発スタッフを有効に雇用するという
より，より多く雇用する傾向に走る結果になり
がちとなり，後に研究開発キャパシティーの過
剰問題を引き起こす」舶〕ことになりかねない。
　売上高研究開発費率は，研究開発投入額と売
上高との間に因果関係があることを立証するも
のではない。研究開発費の測定法としての売上
高研究開発費率は，経営管理用具としてはあま
り有益とはいえない。これまで研究開発費は売
上高の何パーセントに決定するというような研
究開発費予算の決定方法が少なくなかった。こ
のような研究開発費の予算額設定は，R＆Dが
売上高の下降ぎみであるとき，カットされるべ
き最初の項目となってしまう。もし企業収益が
研究開発予算の許容基準とされるならば，利益
が衰退し始めるとき，そこで研究開発機能も縮
小される結果になる。長期展望にたって企業の
継続性を考えるとき，R＆D予算が部門予算の
研究開発活動の会計的管理
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中で最初に縮小されるべき根拠はない。R＆D
許容額は，企業の継続性を考えるとき，「収益・
利益数字に対する固定パーセンテージで示して
も大きな意義はない」ヨ7〕のである。
　研究開発費の許容額決定に関して，製造原価，
注文履行費を形態別分類し，他のポリシー・コ
ストは機能別分類して，各項目の分配上の均整
をみることは意義がある。これにより研究費，
及びこれを含めてのpolicy　cost（研究開発費，
広告費，教育費，福利費，寄付金等）水準を利
益水準，減価償却費水準，人件費水準等と比較
して妥当性が検討できる。
4）研究開発費予算の会計的意義
　研究開発費の予算管理は「基本的に会計的コ
ントロールと異なるところはないが，三つの方
法を展開する」ヨ呂」ことになる。その第一は研究
開発費の個々のプロジェクトを熟慮しプランニ
ングし，評価して方向付けを行うことである。
第二は実際発生コストを予算の許容額に抑える
こと，さらに第三は「可能な領域では標準原価
管理を行うこと」＝把〕である。プロジェクト別予
定原価情報は一般的にマネジャとプロジェクト
担当者との間で合意をみた，達成されるべき努
力量（Magnitudeoftheeffort）を表している。
R＆Dプロジェクトを計画する際に，諸プロ
ジェクトが異なった企業利益創出の潜在性を
もっていることも留意しなければならない。
　研究開発プロジェクトは長期にわたって遂行
されるものであり，すでに予算化されているR
＆D諸プログラムの前年から継続しているもの
が7割，或はぞれ以上であるといわれる。した
がって，「突然の大きな研究設備や研究開発要
員数の変更は，その研究開発成果を未成熟に終
わらせる」mj結果になりかねないので回避され
なければならない。
　さらに研究開発活動は企業目的の達成のた
め，企業環境と相互依存・しながら長期的に継続
される必要がある。「研究開発計画の突然の変
更はしばしば余分のコスト負担を企業に強い
る」川j結果になる。
　研究開発予算は研究能率測定手段としてでな
く，計画設定にその有用性がある。諸資源を共
通分母である貨幣表示により，研究プロジェク
トに対して研究計画を設定せしめ，研究活動を
方向付け，均整を与えうる。「努力と成果との
間に強い因果関係が存在しないため，能率的に
活動しているか，最小限のインプットで最大の
アウトプットを達成しているかどうかの測定が
困難となる」仙〕のである。
　アンソニーによれば，期問予算総額を変更せ
ず，ある研究分野の予算の増額，改定にともな
い，他の分野の予算を減額・修正するかという
調査に対しておよそ200の研究所中，約2割が
常軌的に行い，概ね行うというものが約1割，
希に行うものが3割，全く行わないものが3割
強である。企業のおかれた環境変化に順応して
予算を修正，変更しないということは予算が主
たる統制用具とは，また業績測定用具とはみな
されていないことを意味している。
　研究開発費の予算・実績差異分析のみによっ
て研究活動を評価することは効果的でないこと
を理解しなければならない。それによって研究
活動のはかどり具合いや，その健全さを図るこ
とはできない。研究予算は主として計画設定目
的に対するものであるから，それを研究効率や
能剰則定に厳格に適用すると研究要員のモラー
ルに影響し，研究効率の低下につながる恐れが
ある。
　経営者は経営目標，経営方針に照らして研究
活動の規模一研究支出額，研究プロジェクト数
など一を決定する。また研究活動各分野間の，
そして研究活動と他の分野間との調和を予算を
通じて図ることが可能となる。研究開発費発生
額は予算編成時に次期に何を行うかの決定，及
びそれに対する予算額により大体定まるといっ
てよい。研究開発費予算は，一般管理費と同様
に割当型予算（appropriatebudget）によって，
その支出を統制しているのである。予算の配分
はまず緊急を要する研究，例えば製品取扱上の，
および工場操業上の安全衛生等に対するもの，
また現製品の市場維持のために欠かせぬ防衛的
改善研究等に対して行われるべきである。あと
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の残額が新製品等の研究に充てられることにな
る。しかし，研究開発予算を単純に割当予算の
みとしないため，新規着手希望の研究は企業目
的に沿うものであり，研究成功率，開発・製造，
販売可能性，投入資金・手当など見込みがつけ
ば研究者の能力が許す限り，許可すべきである。
5）年次予算の編成
　研究規模を制約する最大の要素は研究者，技
術者，研究補助者など研究活動に関わりをもつ
人員と能力である。ホーングレンは研究費予算
につき，次のように述べている。研究開発費予
算総額はトップ・マネジメントにより決められ
るべきである。研究プログラムの重点について
もトップが決めるべきである。研究実行計画は
研究部長に委ねられるべきである。研究者は動
機付けられる自由な環境が必要である。しかし，
研究者には切追した雰囲気と原価意識，企業目
標の達成を保障する指揮が求められる。
　プロジェクト別，テーマ別に予算編成せず，
一括的予算編成することになれば，次のような
利点州が確かに存在する。
　1．予算に弾力性が増大する。
　2．プロジェクトの修正，変更が低階層で行
　　　える。
　3．管理の遅れ（administration　lag）が少な
　　　くなる。
　しかし次のような欠点仙が考えられる。
　1．予算編成及び予算統制の過程が弱められ
　　る。コミュニケーションを弱体化させ，破
　　壊する。
　2，企業の長期経営目標や研究戦略に関わり
　　のないプロジェクト，設備等に資金が流れ
　　る。
　3．資金争奪の原因になり，研究者の士気低
　　下をも．たらせる。
　4．研究マネジャーの偏兄，性向によって一
　　方的に資金が割り当てられ，研究プロジェ
　　クト間の均整が崩れてくる。
　企業の基礎研究においてはテーマ別に予算管
理することが望まれる。応用・開発研究予算で
は理想的には研究プロジェクト別と，人件費，
資材，諸経費など費目別とに編成するtwo－fold
budgetであることが研究費の管理のためのみ
でなく，研究計画の実施を円滑化する上からも
望ましい。基礎研究，応用研究，開発研究へと
研究段階が進むにつれて企業の現行組織のみに
予算を割り当てる企業の割合は減少し，研究
チーム編成，両者の併用が増大している。これ
は研究が進むに連れて研究プロジェクトが総合
化し，関連部門が増し，現行組織のみに割り当
てていては研究開発を遂行できない為であると
考えられる。応用・開発研究は基礎研究よりも
一層細やかな予算の編成が求められる。
　費目別予算にはプロジェクトの研究課題に対
して直接費（給与，直接資材費，旅費，委託加
工費）と直接的には統制できない共通費部分（賃
借料，減価償却費，保険料等）を識別して記録
することが研究担当者，部門管理者および階層
管理者の統制責任を明確化するうえで望まし
い。研究開発費予算の主たる機能は予算の編成
過程で果たされることを前に指摘したが，通常
はだいたい次の手順で予算編成を行う。
1　売上高や見積利益の一定割合という総予定
　　額を見積る。
2　テーマ別，プロジェクト基準での総額を見
　　積らせる。
　わが国企業では，研究活動の合理化のため研
究開発テーマ毎，プロジェクト毎に予算の編成
を行ったところ，研究活動の規模とか，進捗が
編成期毎に確認整理され，継続，中止，拡大あ
るいは縮小等を決定できることが研究者に対し
ていい意味での焦燥感を駆り立てると共に，刺
激剤ともなることが理解されている。
3．売上高等の一定額とプロジェクト別基準の
　　見積総額の差異を分析する。
4．差異額を調整し，総予算額を決定する。
　このような段階を踏んで予算総額が決められ
ていくことが少なくない。しかし，また一方で
は，むしろ，研究開発予算編成は，第一にプロ
ジェクト別に所要額が見積られ，第二に関連支
援活動の必要資金，一般管理活動の必要資金が
見積られなければならないといった主張も無視
研究開発活動の会計的管理
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できない。「総期問予算額を優先させることは，
不況期など極度に収益性や資金事情が悪化して
いる時を除き，望ましくない」捌のである。
V　結章
　企業の研究開発の必要性とその会計的管理の
一面について省察した。近時経済成長の低迷に
より，合理化，コストダウンの道が選ばれはじ
めて研究開発活動の積極性はむしろ低迷してい
る。しかし，世界的企業の経営の歴史に目を向
けると経済の好，不況に左右されず，企業の研
究開発活動は継続され，その歴史を形成してき
ている。
　競争優位のための研究開発競争が製品サイク
ルを短期化へと導き，その上，消費電化製品，
機械器具，医療器具，生産加工技術，遠距離通
信や事務オートメーション・システム，その他
あらゆる製品領域の製造業では，新しい品質と
低コストを市場で強いられている。ゲーム状に
展開される研究開発によって技術の伝播が進む
とき，企業の製品販売から得られる利潤獲得の
不確実性が益々大きくなると考えられる。そし
て現在，企業の研究開発に関わる技術者・研究
要員は与えられた研究活動を企業収益に対する
貢献を通して業績評価されるべき緊要の課題に
直面している。
　競争におくれて，より遅く市場に参入すれば，
当該製品に対する損失は一層大きくなるが，研
究開発活動が加速し過ぎれば，資源の浪費とい
う現象が待ちかまえていることも無視できな
い。
　研究活動が正しかったかどうかを証明するの
は将来利益であり，恋意的に編成された費用予
算を固守したかどうかではない。究極的には研
究開発原価が獲得される収益に関連させられる
べきである。そしてR＆D機能の成果の評価を
するために原価計算が利用されるべきである。
　研究開発活動の全般的評価の定量測定として
製品革新率の定義が応用可能であると考えられ
る。製品革新率は，企業の研究と開発の給付能
力やマーケティング能力を示し，そして市場や
テクノロジーのダイナミ；ンクな変革や，それに
関わって求められるマネジメントの対処がどの
程度満たされているかといったことを例証する
ものである。開発未熟の製品の導入が多ければ，
製品革新率の値は小さくなり，研究開発成果は
低下することになる。
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